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1.  平成23年12月期第1四半期の連結業績（平成23年1月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期第1四半期 13,645 △13.4 697 △58.3 775 △53.6 521 △49.6

22年12月期第1四半期 15,753 10.8 1,674 ― 1,670 ― 1,035 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年12月期第1四半期 1,818.19 ―

22年12月期第1四半期 3,608.98 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期第1四半期 55,909 35,241 60.1 117,105.65
22年12月期 53,152 35,017 63.0 116,717.00

（参考） 自己資本   23年12月期第1四半期  33,609百万円 22年12月期  33,497百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年12月期 ― 2,000.00 ― 2,000.00 4,000.00
23年12月期 ―

23年12月期 
（予想）

2,000.00 ― 2,000.00 4,000.00

3.  平成23年12月期の連結業績予想（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
(累計)

28,000 △16.0 100 △97.2 200 △94.3 100 △95.4 348.43

通期 61,000 △4.1 2,600 △48.3 2,700 △42.5 1,300 △54.3 4,529.62



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  無  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社及び当社グループが現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前
提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.３「その他」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年12月期1Q 290,000株 22年12月期  290,000株

② 期末自己株式数 23年12月期1Q  3,000株 22年12月期  3,000株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年12月期1Q 287,000株 22年12月期1Q 287,000株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期連結会計期間（平成23年１月１日～３月31日）におけるわが国経済は、海外経済の改善や企業収益

の向上により、景気は緩やかな回復基調をたどり始めたものの、東日本大震災により先行きが不透明な状況となりま

した。 

当社グループを取り巻く環境は、国内では１～２月の寒波・降雪と東日本大震災の影響でゴルフ場入場者数が前

年同期を大きく下回ったことに加え、ゴルフ用品市場でも消費低迷が継続するなど、厳しい状況で推移しました。一

方海外では景気の回復基調の中で、ゴルフ場の入場者数、消費マインドが堅調に推移したことで、前年を上回る状況

で推移しました。 

このような経営環境のなかで当社グループは、国内市場において主力のゴルフクラブ「新・ゼクシオ 」が店頭販

売シェアNo.1(※)となるなど、堅調に推移しました。また「ゼクシオ フォージド」や「クリーブランドゴルフ ラン

チャーシリーズ」ゴルフクラブ新商品を投入するなど、ラインナップの充実を図りました。ゴルフボールでも、石川

遼プロが使用する「スリクソンZ-STAR」シリーズの新商品や、「ゼクシオ スーパーXDプラス」を投入し、拡販に努

めました。しかしながら市況低迷の影響は大きく、国内売上高は前年同期を下回りました。 

海外市場では「クリーブランドゴルフ」のゴルフクラブや「スリクソン」のゴルフボール新商品を投入しまし

た。特にゴルフボールにおいては、クリーブランド社による積極的な販売活動の効果もあり、米国での３月の市場シ

ェアが過去最高を記録するなど市場での存在感が高まり、海外売上高は前年同期を上回りました。 

 以上の結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は 百万円（前年同期比86.6％）、営業利益は 百万円

（前年同期比41.7％）、経常利益は 百万円（前年同期比46.4％）、四半期純利益は 百万円（前年同期比

50.4％）となりました。 

 セグメントの状況につきましては、スポーツ用品事業では、売上高は13,172百万円（前年同期比86.2％）、営業利

益は904百万円（前年同期比48.6％）となりました。一方、サービス事業・ゴルフ場運営事業では、売上高は472百万

円（前年同期比99.0％）、営業損失は209百万円（前年同期は190百万円の営業損失）となりました。 

※：矢野経済研究所調べ（平成23年１～３月累計金額シェア） 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第１四半期末における総資産は 百万円となりました。流動資産において現金及び預金が1,534百万円減

少しましたが、商品及び製品が2,005百万円、受取手形及び売掛金が1,157百万円、流動資産のその他が940百万円

増加したこと等により、総資産は前期末と比較して2,757百万円の増加となりました。 

 負債は 百万円となりました。支払手形及び買掛金が678百万円、法人税等の支払いに伴い未払法人税等が

276百万円減少しましたが、流動負債において短期借入金が2,296百万円、流動負債のその他が934百万円増加した

こと等により、負債は前期末と比較して2,533百万円の増加となりました。 

 純資産は 百万円となりました。少数株主持分及び評価・換算差額等が増加したこと等により、純資産は前

期末と比較して223百万円の増加となりました。 

 以上の結果、自己資本比率は60.1％となり、前期末から2.9ポイント減少しました。  

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 連結業績予想につきましては、平成23年３月11日に発生した東日本大震災の影響に伴い、当面の間消費マインド

の落ち込みが続くものと予想されることから平成23年２月14日に発表いたしました平成23年12月期の連結業績予想

を修正いたしました。 

 なお、詳細につきましては本日別途開示いたしました「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報

13,645 697

775 521

55,909

20,667

35,241



   

（１）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。 

   

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

① 簡便的な会計処理  

1）一般債権の貸倒見積高の算定方法  

当社及び連結子会社は、一般債権の貸倒見積高の算定に関し、前連結会計年度末に算定した貸倒実績率か

ら著しい変化がないと認められた場合においては、前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して一般債権の貸

倒見積高を算定しております。 

2）たな卸資産の評価方法  

 当社及び連結子会社は、たな卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高

を基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。 

また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見

積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

3）税金費用の計算 

 当社及び連結子会社は、法人税等の計算に関しては、年度決算と同様の方法によっておりますが、納付税

額の算出に係る加減算項目及び税額控除項目は、重要性の高い項目に限定して適用しております。 

② 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

   該当事項はありません。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①会計方針の変更  

1）「資産除去債務に関する会計基準」の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31

日）を適用しております。 

 なお、これにより営業利益及び経常利益は１百万円減少し、税金等調整前四半期純利益は54百万円減少し

ております。 

2）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公

表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10

日）を適用しております。 

 なお、これによる損益に与える影響はありません。 

②表示方法の変更 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等

の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用に伴い、当第１四半期連結累計期間

では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,302 3,837

受取手形及び売掛金 14,108 12,950

商品及び製品 7,909 5,903

仕掛品 454 313

原材料及び貯蔵品 1,966 2,162

その他 3,165 2,224

貸倒引当金 △299 △349

流動資産合計 29,606 27,042

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,479 2,471

機械装置及び運搬具（純額） 1,688 1,662

土地 3,145 3,142

その他（純額） 1,396 1,309

有形固定資産合計 8,710 8,586

無形固定資産   

のれん 7,091 6,896

その他 3,696 3,934

無形固定資産合計 10,787 10,830

投資その他の資産   

長期貸付金 2,937 2,942

その他 4,375 4,275

貸倒引当金 △509 △525

投資その他の資産合計 6,804 6,693

固定資産合計 26,302 26,109

資産合計 55,909 53,152



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,684 5,363

短期借入金 5,165 2,868

未払法人税等 430 706

賞与引当金 584 258

売上値引引当金 222 252

その他 6,298 5,364

流動負債合計 17,386 14,814

固定負債   

退職給付引当金 1,545 1,694

引当金 83 177

その他 1,652 1,448

固定負債合計 3,281 3,320

負債合計 20,667 18,134

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,207 9,207

資本剰余金 9,207 9,207

利益剰余金 15,710 15,773

自己株式 △216 △216

株主資本合計 33,909 33,971

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △22 △5

繰延ヘッジ損益 18 △78

為替換算調整勘定 △296 △390

評価・換算差額等合計 △300 △474

少数株主持分 1,632 1,519

純資産合計 35,241 35,017

負債純資産合計 55,909 53,152



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 15,753 13,645

売上原価 6,902 6,031

売上総利益 8,851 7,613

販売費及び一般管理費 7,177 6,915

営業利益 1,674 697

営業外収益   

受取利息 10 9

受取配当金 0 0

為替差益 － 85

貸倒引当金戻入額 40 31

その他 36 48

営業外収益合計 88 176

営業外費用   

支払利息 20 17

為替差損 13 －

持分法による投資損失 14 60

その他 42 20

営業外費用合計 91 98

経常利益 1,670 775

特別利益   

適格退職年金終了益 － 69

過年度長期前払費用償却戻入額 － 53

特別利益合計 － 123

特別損失   

固定資産除売却損 1 1

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 53

災害による損失 － 131

特別損失合計 1 187

税金等調整前四半期純利益 1,669 711

法人税、住民税及び事業税 956 453

法人税等調整額 △316 △300

法人税等合計 640 153

少数株主損益調整前四半期純利益 － 558

少数株主利益又は少数株主損失（△） △7 37

四半期純利益 1,035 521



該当事項はありません。 

  

〔事業の種類別セグメント情報〕  

前第１四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1）スポーツ用品事業……ゴルフ用品、テニス用品等の製造・販売 

（ゴルフクラブ、ゴルフボール、ゴルフバッグ、ゴルフシューズ、テニスラケッ

ト、テニスボール、テニスシューズ等） 

ライセンスビジネス 

(2）その他事業……………ゴルフトーナメントの運営、ゴルフスクール・テニススクールの運営、ゴルフ場の

運営、他 

  

〔セグメント情報〕  

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社グループは、経営組織の形態と製品及びサービスの特性に基づいて、「ゴルフ用品事業」「テニス用品事

業」及び「サービス事業・ゴルフ場運営事業」に区分して、各事業単位で包括的な戦略を立案し、事業活動を展開

しております。 

 これらを事業セグメントと認識した上で、経済的特徴が類似した「ゴルフ用品事業」と「テニス用品事業」を

「スポーツ用品事業」として集約しております。  

 したがって、当社は「スポーツ用品事業」「サービス事業・ゴルフ場運営事業」という２つの事業セグメントを

報告セグメントとしております。  

  

２.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第１四半期連結累計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年３月31日） 

（単位：百万円）

 (注)１．セグメント利益又は損失の調整額２百万円には、セグメント間取引消去等が含まれております。 

   ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）セグメント情報

  
スポーツ用品
（百万円） 

その他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  15,276  476  15,753  －  15,753

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 18  149  168  (168)  －

計  15,295  626  15,921  (168)  15,753

営業利益又は営業損失（△）  1,861  △190  1,671  3  1,674

  

報告セグメント
調整額  
(注)１ 

四半期連結
損益計算書 
計上額 
(注)２  

 
スポーツ用品 

  

サービス・ 
ゴルフ場運営

計 
  

売上高           

外部顧客への売上高  13,172  472  13,645  －  13,645

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 17  157  175  △175  －

計  13,190  630  13,820  △175  13,645

セグメント利益又は損失(△)  904  △209  695  2  697



各報告セグメントに属する主要な製品  

  

（追加情報） 

 当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21年

３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号 平成20年

３月21日)を適用しております。 

  

該当事項はありません。  

  

  

事業 主要製品 

スポーツ用品 

ゴルフ用品、テニス用品等の製造・販売 

（ゴルフクラブ、ゴルフボール、ゴルフバッグ、ゴルフシューズ、 

テニスラケット、テニスボール、テニスシューズ等） 

ライセンスビジネス 

サービス・ゴルフ場運営 
ゴルフトーナメントの運営、ゴルフスクール・テニススクールの運営、

ゴルフ場の運営、他 

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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